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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成29年３月27日に提出いたしました第47期（自　平成28年１月１日　至　平成28年12月31日）有価証券報告書の

記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　第５　経理の状況

　　１　連結財務諸表等

（1）連結財務諸表

　　 注記事項

　　　　　(連結株主資本等変動計算書関係)

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

 
第一部　企業情報

第５　経理の状況

 
１　連結財務諸表等

（1）連結財務諸表

 注記事項

　(連結株主資本等変動計算書関係)

　（訂正前）

当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 36,000,572 － － 36,000,572
 

（注）平成28年１月１日付で普通株式１株につき1.2株の株式分割を行っております。このため、当連結会計年度

期首は分割による増加6,000,095株を加味し、36,000,572株となっております。

 
２  自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,097,277 348,984 77,160 2,369,101
 

（注）平成28年１月１日付で普通株式１株につき1.2株の株式分割を行っております。このため、当連結会計年度

期首は分割による増加349,546株を加味し、2,097,277株となっております。
（変動事由の概要）

増加の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加              6,048株

取締役会決議に基づく買受けによる増加　　　 342,900株

減少の内訳は、次のとおりであります。
ストック・オプションの権利行使による減少   77,040株

単元未満株式の買増請求による減少 　　　　　  120株
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　（訂正後）

当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 36,000,572 － － 36,000,572
 

（注）平成28年１月１日付で普通株式１株につき1.2株の株式分割を行っております。このため、当連結会計年度

期首は分割による増加6,000,095株を加味し、36,000,572株となっております。

 
２  自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,097,277 348,984 77,160 2,369,101
 

（注）平成28年１月１日付で普通株式１株につき1.2株の株式分割を行っております。このため、当連結会計年度

期首は分割による増加349,546株を加味し、2,097,277株となっております。
（変動事由の概要）

増加の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加              6,084株

取締役会決議に基づく買受けによる増加　　　 342,900株

減少の内訳は、次のとおりであります。
ストック・オプションの権利行使による減少   77,040株

単元未満株式の買増請求による減少 　　　　　  120株
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